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１．自動車騒音に係る環境基準１．自動車騒音に係る環境基準 1

昭和46年に設定された基準では、騒音の評価手法として騒音レベルの中央値

（Ｌ50,T）によることが原則とされた。

その後の騒音影響に関する研究の進展 騒音測定技術の向上等によって 国際その後の騒音影響に関する研究の進展、騒音測定技術の向上等によって、国際

的に等価騒音レベル（ＬAeq,T）によることが基本的な評価方法として広く採用され

つつあることを踏まえ、現行の環境基準に改正され、平成11年4月に施行された。

新たな環境基準は、達成期間を以下の通り定めている。

第２ 達成期間等

１ 環境基準は、次に定める達成期間でその達成又は維持を図るものとする。

(2) 既設の道路に面する地域については 関係行政機関及び関係地方公共団体の協力(2) 既設の道路に面する地域については、関係行政機関及び関係地方公共団体の協力
の下に自動車単体対策、道路構造対策、交通流対策、沿道対策等を総合的に実施する
ことにより、環境基準の施行後10年以内を目途として達成され、又は維持されるよう努
めるものとする。めるものとする。

ただし、幹線交通を担う道路に面する地域であって、道路交通量が多くその達成が著し
く困難な地域については、対策技術の大幅な進歩、都市構造の変革等とあいまって、10
年を超える期間で可及的速やかに達成されるよう努めるものとする。年を超える期間で可及的速やかに達成されるよう努めるものとする。



２－１．これまでの対策の例２－１．これまでの対策の例

（ ）発生源対策（ ）発生源対策 （２）交通流対策（２）交通流対策
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（１）発生源対策（１）発生源対策
■自動車騒音規制の強化

（２）交通流対策（２）交通流対策
■道路ネットワークの整備

【事例：国道57号 中九州横断道路 犬飼千歳道路 】

犬飼千歳道路の供用に

より、一般国道57号の

エネルギーは約1/10 まで低減

交通の約７割が転換し、

大型車が約1,600台減

少したことに伴い、騒音

が5～7ｄB減少し、環境

基準を達成した。

加速走行騒音



２－２．これまでの対策の例２－２．これまでの対策の例

（ ）（ ） （４）沿道対策（４）沿道対策
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（３）道路構造対策（３）道路構造対策
■低騒音舗装、遮音壁等の整備

（４）沿道対策（４）沿道対策
■沿道地区計画

バッファービル
低騒音舗装

遮音壁 環状7号線沿道の建築物の適切な誘導配置により、背後地

【事例：北区環状 7号線沿道地区計画】
新型遮音壁

低騒音舗装

遮音壁

高架裏面吸音板

新型遮音壁

への道路交通騒音を防止するとともに、住居系建築物の防
音構造化を促進する。

【事例：国道13号 福島西道路】

低騒音舗装環境施設帯 環境施設帯

（５）その他の対策（５）その他の対策

【事例：国道13号 福島西道路】

国道13号福島西道路沿線
の住居専用地域で夜間環

（５）その他の対策（５）その他の対策
■普及啓発

境基準（65ｄB）を超過。

乗入口の視覚阻害防止、景
観への配慮により透光型遮
音壁を設置。

設置後 道路境界において設置後、道路境界において
3～5ｄＢ以上の騒音低減効
果が確認。

住民の方々にアンケートを
行った結果、遮音壁設置に行った結果、遮音壁設置に
ついて約7割の方が満足。



３－１．環境基準の達成状況３－１．環境基準の達成状況 4

（１）全体の状況（１）全体の状況
■環境基準の達成状況の評価結果（全体）

昼夜ともに環境基準を満足するのは、
全国で約88%である。

うち 近接空間が約80% 非近接空間うち、近接空間が約80%、非近接空間
が約93%である。

（２）道路種類別の状況（２）道路種類別の状況
■環境基準の達成状況の評価結果■環境基準の達成状況の評価結果

（道路種類別・全体）

昼夜ともに環境基準を達成している割昼夜ともに環境基準を達成している割
合は、一般国道、都市高速道路は、
83%～84%、その他の道路は、89%～
91%であった。



３－２．環境基準の達成状況３－２．環境基準の達成状況

（４）経年変化の状況（４）経年変化の状況（３）都道府県別 状況（３）都道府県別 状況
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（４）経年変化の状況（４）経年変化の状況
■環境基準の達成状況の評価結果

（全国・経年変化）

（３）都道府県別の状況（３）都道府県別の状況
■都道府県別の環境基準達成状況

都市部と比べて地方都市部と比べて地方
部の環境基準の達成
率が高い傾向にある。 年々環境基準達成率が増加し、緩やかな改善傾

向にある。

※図中の環境基準達成率は、昼夜とも基準値以下の達成率を示す。



４－１．今後の自動車騒音対策の取組４－１．今後の自動車騒音対策の取組方針方針

平成11年4月に現行の環境基準が改正されてから10年が経過。平成11年4月に現行の環境基準が改正されてから10年が経過。
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平成11年4月に現行の環境基準が改正されてから10年が経過。

環境基準の達成率は全体として緩やかな改善傾向にあるが、幹線道路に近接する空間では引き続き厳しい状況にある。

自動車騒音の環境基準の達成に向けて、自動車単体対策、道路構造対策、交通流対策及び沿道対策等を総合的に推進する。

平成11年4月に現行の環境基準が改正されてから10年が経過。

環境基準の達成率は全体として緩やかな改善傾向にあるが、幹線道路に近接する空間では引き続き厳しい状況にある。

自動車騒音の環境基準の達成に向けて、自動車単体対策、道路構造対策、交通流対策及び沿道対策等を総合的に推進する。

今後取り組む対策今後取り組む対策 ２ 交通流対策２ 交通流対策

①規制手法の見直し
・マフラーの事前認証制度の導入

今後取り組む対策今後取り組む対策

・低騒音舗装の敷設
・地域の意向を踏まえた遮音壁の設置、

環境施設帯の整備、植樹等
・高架道路における総合的対策

１．発生源対策１．発生源対策
３．道路構造対策３．道路構造対策

①道路ネットワークの整備
②交通量の低減
・公共交通機関の利用促進（都市鉄道の整備・

各種バス利用促進対策・交通結節点の整備）
・物流機能の向上（流通業務市街地の整備・

２．交通流対策２．交通流対策

・試験方法を含めた騒音規制手法見直しの検討
・タイヤ単体規制の検討
②低公害車の普及
・低公害車の技術開発等の推進
・国・地方公共団体
による率先導入の
推進

・高架道路における総合的対策
（連続桁の採用及び既設桁の連結、
裏面吸音板の設置等 ）

物流機能の向上（流通業務市街地の整備
内航船への転換の推進）

③交通規制等
・高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進等
・ドライバーへの適切な情報提供の推進
・大型車の中央寄り車線規制等の実施
・速度超過車両、過積載車両、整備不良車両等の取締りの実施

公共交通機関利用促進公共交通機関利用促進

推進
・財政的支援措置
・低公害車の普及
啓発等 遮音壁の設置遮音壁の設置

バイアスラグタイヤ

バイアスリブタイヤ

ラジアルリブタイヤ

５．その他の対策５．その他の対策４．沿道対策４．沿道対策

低騒音舗装の敷設低騒音舗装の敷設
電気自動車電気自動車 タイヤの種類による騒音の差（例）タイヤの種類による騒音の差（例）

ラジアルリブタイヤ

①普及啓発
・エコドライブの普及促進
・公共交通機関等の利用促進
②自動車NOx・PM法の進行管理
③自動車騒音常時監視

①幹線道路沿道に適合した土地利用の誘導
②土地区画整理事業、市街地再開発事業等

の手法の活用
③沿道地区計画、沿道地区整備計画の策定

及び実施の促進
④都市構造の転換 エコドライブの普及推進エコドライブの普及推進土地利用の誘導土地利用の誘導

今後の取り組みを推進するために必要な研究課題今後の取り組みを推進するために必要な研究課題
●自動車騒音低減技術 ●効果的・効率的な公共交通機関等の利用促進策 ●道路構造対策における技術開発・研究の推進 ●沿道対策の充実強化

今後の取り組みを推進するために必要な研究課題今後の取り組みを推進するために必要な研究課題
●自動車騒音低減技術 ●効果的・効率的な公共交通機関等の利用促進策 ●道路構造対策における技術開発・研究の推進 ●沿道対策の充実強化

④都市構造 転換



４－２．今後取り組む対策の例（タイヤ単体騒音規制の検討）４－２．今後取り組む対策の例（タイヤ単体騒音規制の検討）

■欧州におけるタイヤ単体騒音測定結果（例）■タイヤの種類による騒音の差（例）
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■欧州におけるタイヤ単体騒音測定結果（例）■タイヤの種類による騒音の差（例）

同一区分のタイヤにおいても、
同一試験条件下で3～9dBもの差
がある

タイヤからの発生音については、種類
の違いにより 5dB程度の差がある。

がある。
の違いにより、5dB程度の差がある。

今後、我が国におけるタイヤからの騒音実態、規制導入の効果等を調査し、
その調査結果を踏まえ、タイヤ単体騒音規制の導入について検討する。


